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・情報収集伝達 
・消火・水防活動 
・人命救助 
・医療救護 
・避難 

発災！ 

・仮設住宅 
・ライフライン 
  の復旧 
・公共施設復旧 
・がれき処理 

・復興計画 
（含 経済振興） 
・強靱化 
[・集団移転] 

初 

動 
生活再建

復 旧 
復 

興 

具体的な 
災害・復興
対 応 

発災から復興までのプロセス 
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防 災 
 

計 画 

自主防災組織、防災教育・

訓練、防災拠点整備 

災害応急対策 

•情報管理 
•救助活動 
•避難 

インフラ復旧・強靱化 

国 

都道府県 

市町村 
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・情報収集伝達 
・消火・水防活動 
・人命救助 
・医療救護 
・避難 

防 災 
計 画 

初 動 

平
時
の
準
備 

など 

自主防災組織、防災訓練 

避 難 体 制 

インフラ復旧・強靱化 

発災！ 

市町村・消防 
消防団 
警察 
病院 

迅速に連携 

訓練に基づき 
冷静かつ迅速に 

避難所へ 

国（消防庁） 
都道府県・他の自治体 
（緊急消防援助隊） 

自衛隊 

災害の規模等に応じ、
現地の災害対策本部
の要請に応じ出動 

災害対策本部 



体制・フローの見直し 
再発に備えた訓練 
            等 
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・仮設住宅 
・ライフライン、 
 公共施設復旧 
・がれき処理 

防 災 
計 画 

初 動 生活再建・

復 旧 

平
時
の
準
備 

など 

防 災 訓 練 

情 報 管 理 

避 難 体 制 

発災！ 

財政支援 （人的支援） 

被災自治体へ
の公務員や医
療関係者等の
派遣 
（短期・中長期） 

○個別の災害に対応し
た財政支援 
（過去の大規模災害の
対応を参考） 
○公共事業における災
害復旧事業の適用 
（国庫補助率のかさ上げ） 

大規模災害に対する国を挙げた支援 
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初 動 生活再建

復 旧 復 興 

・復興計画 
（・集団移転） 
・強靱化 

発災！ 

財政支援 （人的支援） 

被災自治体
への公務員
等の派遣 
（行政実務の
中長期なサ
ポートが多く
なる傾向） 

○個別の災害に対応し
た財政支援 
（過去の大規模災害の
対応を参考） 
○公共事業における災
害復旧事業の適用 
（国庫補助率のかさ上げ） 

大規模災害に対する国を挙げた支援 

復興基金の設立 
（国から原資を拠出） 

東日本大震災の場合 

○復興庁の設置 
（中央及び被災３県に組織） 

○復興特区の設定 
○復興交付金 
     などの体制整備 
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